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北海道 無 － －
あり（政務調査費の手引　平成

１３年３月）
会派分１人当たり月10万
個人分１人当たり月43万

－ 5月2日 7月4日

青森県 無 － － 無 会派　１人当たり月31万 － 5月2日 6月2日

岩手県  H15年5月から すべて 条例
あり（政務調査費の事務処理マ
ニュアル　平成１５年６月）

個人　１人当たり月３１万 － 4月30日 5月31日

宮城県 H16年4月から
すべて（取得が
困難な場合は支
払証明書）

条例 無 会派　１人当たり月35万 － 5月2日 7月4日

秋田県 無 － － 無
会派分１人当たり月６万
個人分１人当たり月２５万

－ 4月28日 6月1日

山形県 無 － － 無 会派　１人当たり月31万 － 4月30日 5月31日

福島県 無 － －
あり（政務調査費の手引き　平

成１３年４月）
会派　１人当たり月35万 － 4月30日 5月31日

茨城県 無 － － 無 会派　１人当たり月30万 － 4月20日 6月20日

栃木県 無 － －
あり（栃木県政務調査費に係る

留意事項）
会派　１人当たり月30万 － 4月30日 5月31日

群馬県 無 － － 無 会派　１人当たり月30万 － 5月31日 6月16日
埼玉県 無 － － 無 会派　１人当たり月50万 － 4月30日 閲覧不可能

千葉県 無 － －
あり（政務調査費運用の手引

き）
会派分１人当たり月5万
個人分１人当たり月35万

－ 5月2日 7月4日

東京都 無 － － 無 会派　１人当たり月60万 － 4月13日 4月28日

神奈川県 無 － － 無
月額５３万円を、会派、議
員、会派及び議員いずれ
かにより交付

－ 5月15日 7月15日

新潟県 無 － － 無
会派分１人当たり月6.6万
個人分１人当たり月26.4

－ 4月20日 6月20日

富山県 無 － － 無 会派　１人当たり月30万 － 5月2日 7月4日
石川県 無 － － 無 会派　１人当たり月30万 － 5月2日 7月4日
福井県 無 － － 無 会派　１人当たり月30万 －

山梨県 無 － － 無
会派分１人当たり月5万
個人分１人当たり月23万

－ 5月2日 7月4日

長野県 H15年5月から
すべて（電車の
切符代等除く）

条例
あり（政務調査費マニュアル　平

成１６年８月）
会派　１人当たり月29万 － 4月30日 6月1日

岐阜県 無 － － 無 個人　１人当たり月33万 － 5月2日 7月4日
静岡県 無 － － 無 会派　１人当たり月45万 － 4月30日 5月16日
愛知県 無 － － 無 会派　１人当たり月50万 － 5月2日 7月4日

三重県 無 － － 無
会派分１人当たり月15万
個人分１人当たり月18万

－ 4月30日 閲覧不可能
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滋賀県 無 － －
政務調査費のしおり（改訂版）平

成１５年４月改訂
会派分１人当たり月15万
個人分１人当たり月15万

－ 4月30日 5月31日

京都府
平成1３年４月か

ら
１件５００００円以
上を添付

規程 無
会派分１人当たり月10万
個人分１人当たり月40万

－ 4月30日 6月1日

大阪府 無 － － 無
会派分１人当たり月10万
個人分１人当たり月49万

－ 5月2日 7月4日

兵庫県 無 － － 無
会派分１人当たり月20万
個人分１人当たり月30万

－ 4月30日 6月30日

奈良県 無 － －
あり（政務調査費の使途につい

ての考え方）
会派分１人当たり月5万
個人分１人当たり月25万

－ 5月2日 7月4日

和歌山県 無 － －
あり（政務調査費運用マニュア

ル）
会派分１人当たり月6万
個人分１人当たり月24万

－ 4月30日 6月30日

鳥取県

平成1６年４月分
から　但し代表監
査委員に収支報
告書の写しととも
に領収書の写し
を提出

すべて 条例
あり（政務調査費の使途に関わ

るガイドライン）
個人　１人当たり月25万 － 4月30日 6月1日

島根県 無 － － 無
会派分１人当たり月3万
個人分１人当たり月27万

－ 4月30日 5月31日

岡山県 無 － － 無 個人　１人当たり月35万 － 4月30日 5月31日
広島県 無 － － 無 会派　１人当たり月35万 － 4月30日 6月1日
山口県 無 － － 無 個人　１人当たり月35万 － 5月2日 6月2日

徳島県 無 － － 無
会派分１人当たり月10万
個人分１人当たり月15万

－ 4月30日 5月17日

香川県 無 － － 無 会派　１人当たり月30万 － 4月30日 閲覧不可能
愛媛県 無 － － 無 会派　１人当たり月33万 － 4月30日 閲覧不可能

高知県 H13年4月から

食糧費（１件１人
につき５千円以
上）、委託料（１
件１０万円以上）
は添付

規程に記載 無
会派分１人当たり月14万
個人分１人当たり月14万

－ 4月30日 6月1日

福岡県 無 － － 無 会派　１人当たり月50万 － 4月15日 6月15日
佐賀県 無 － － 無 会派　１人当たり月30万 － 4月30日 5月31日

長崎県 無 － － 無
会派分１人当たり月4万
個人分１人当たり月26万

－ 4月20日 6月21日

熊本県 無 － －
あり（政務調査費の使途基準に

ついて）
個人　１人当たり月30万 － 5月2日 6月2日
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大分県 無 － － 無 会派　１人当たり月30万 － 4月30日 7月2日
宮崎県 無 － － 無 会派　１人当たり月30万 － 5月2日 6月2日
鹿児島県 無 － － 無 会派　１人当たり月30万 － 4月30日 6月1日

沖縄県 無 － － 無
会派分１人当たり月10万
個人分１人当たり月15万

－ 4月30日 7月1日

政令市

札幌市 H17年4月から
 5万円以上は添

付
条例

あり（政務調査費に関する取扱
要領　平成１７年３月２４日　議
会改革検討委員会決定）

会派　１人当たり月40万 － 5月2日 6月2日

仙台市 無 － － 無 会派　１人当たり月38万 － 5月16日 閲覧不可能

さいたま市  H16年7月から
一件50000円以
上添付　（人件費

を除く）
規則 無 会派　１人当たり月34万 － 4月30日 閲覧不可能

千葉市 無 － － 無 会派　１人当たり月30万 － 4月30日 閲覧不可能
横浜市 無 － － 無 会派　１人当たり月55万 － 4月30日 5月16日
川崎市 無 － － 無 会派　１人当たり月45万 － 4月21日 5月2日
静岡市 H1５年４月から すべて 条例 無 会派　１人当たり月15万 あり 4月30日 5月14日
名古屋市 無 － － 無 会派　１人当たり月55万 － 4月30日 5月31日

京都市 H17年4月から
 5万円以上（人
件費、事務所費

除く）
条例 無

会派分１人当たり月14万
個人分１人当たり月40万

－ 4月28日 6月30日

大阪市 無 － － 無 会派　１人当たり月60万 － 4月30日 5月2日

神戸市 無 －
あり（神戸市会政務調査費経理

要綱）
会派　１人当たり月38万 あり 5月20日 閲覧不可能

広島市 無 － － 無 会派　１人当たり月34万 あり 5月2日 閲覧不可能
北九州市 無 － － 無 会派　１人当たり月38万 － 4月20日 5月31日

福岡市 H1６年４月から
議員交付分の
み、１件５万円以

上添付
条例

あり（福岡市政務調査費取扱要
領）

「会派に１人当たり月３５
万」か、「会派１人当たり
月９万、個人１人当たり月
２６万」の選択制

－ 5月2日 6月2日
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